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① 特定完全子会社の名称及び所在地 ㈱エイト日本技術開発 岡山県岡山市北区津島京町３丁目１番21号

帳簿価額の合計額 17,632百万円
③ 当社の当該事業年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額の合計額 34,194百万円

特定完全子会社の状況

② 当社及びその完全子会社等における当該特定完全子会社の株式の事業年度の末日における

区分及び主要事業 会社名

グループ全体を管理・統括する持株会社 Ｅ・Ｊホールディングス㈱（当社）

総合建設
コンサルタント事業

建設コンサルタント
業務

建設コンサルタント
㈱エイト日本技術開発
日本インフラマネジメント㈱
㈱近代設計
㈱共立エンジニヤ
共立工営㈱
都市開発設計㈱
㈱北海道近代設計
㈱アークコンサルタント
㈱アイ・デベロップ・コンサルタンツ
㈱二神建築事務所
㈱ダイミック
日栄プランニング㈱
㈱東京ソイルリサーチ
EJEC（Thailand）Co.,Ltd.

補償コンサルタント

調査業務

測量

地質調査

主要な事業内容（2025年５月31日現在）
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名称 所在地

㈱エイト日本技術開発 岡山県岡山市

日本インフラマネジメント㈱ 岡山県岡山市

㈱近代設計 東京都千代田区

㈱共立エンジニヤ 島根県松江市

共立工営㈱ 愛媛県松山市

都市開発設計㈱ 群馬県前橋市

㈱北海道近代設計 北海道札幌市

㈱アークコンサルタント 岡山県津山市

㈱アイ・デベロップ・コンサルタンツ 福岡県福岡市

㈱二神建築事務所 兵庫県姫路市

㈱ダイミック 栃木県宇都宮市

日栄プランニング㈱ 福岡県福岡市

㈱東京ソイルリサーチ 東京都目黒区

EJEC（Thailand）Co.,Ltd. タイ国

主要な営業所（2025年５月31日現在）
(1) 当社　　本社　岡山県岡山市

(2) 重要な子会社
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使用人数 前連結会計年度末比増減

2,052名［291名］ 339名増［37名減］

使用人数 前事業年度末比増減

22名 2名増

使用人の状況（2025年５月31日現在）
(1) 企業集団の使用人の状況

（注）1.使用人数は就業員数であります。また、当連結会計年度末の使用人数は、当社及び事業報告（交付書
面）「□１11．(2)重要な子会社の状況」に記載の子会社の使用人数であります。
2.「使用人数」欄の［外書］は、臨時従業員（パートタイマー及びアルバイト）の年間平均雇用人員であ
ります。
3.当連結会計年度において使用人数は339名増加し、2,052名となりましたが、この主な理由は、日栄プ
ランニング株式会社及び株式会社東京ソイルリサーチを新たに連結の範囲に含めたことによるものであ
ります。
4.当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、
セグメント別の使用人数は記載しておりません。

(2) 当社の使用人の状況

（注）1.使用人数は就業員数であります。
2.当社は純粋持株会社であるため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。

借入先 借入金残高

株式会社三井住友銀行 3,844百万円

株式会社みずほ銀行 1,922百万円

株式会社山陰合同銀行 960百万円

株式会社中国銀行 576百万円

主要な借入先の状況（2025年５月31日現在）

その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 普通株式 58,000,000株
(2) 発行済株式の総数 普通株式 16,078,920株（自己株式数1,091株を含む）
(3) 株主数 15,725名

株主名 株式数（株） 持株比率（％）
株式会社八雲 3,529,700 21.95
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,550,700 9.64
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 841,781 5.23
E・Jホールディングス社員持株会 699,540 4.35
小谷　裕司 409,600 2.54
小谷　満俊 241,000 1.49
合同会社Ｙ＆Ｋ 180,000 1.11
小谷　浩治 158,634 0.98
株式会社山陰合同銀行 156,000 0.97
日本生命保険相互会社 145,900 0.90

株式会社の株式に関する事項
１. 株式の状況（2025年５月31日現在）

(4) 発行済株式の総数（自己株式を除く）に占める割合の上位10名の株主

（注）１. 持株比率は、当事業年度の末日における発行済株式の総数（自己株式を除く）に対する割合で、小数
点以下第３位を切り捨てにしております。

２. 自己株式には「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式は含ま
れておりません。
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①　剰余金処分議案・・・（政策保有株式会社の配当性向　≧　当社資本コスト）及び配当方
針を総合的に勘案し判断する。

②　その他議案　　・・・定量的基準及び定性的基準等を参考に、当社グループの企業価値向
上に資するものであることを総合的に勘案し判断する。

２. 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　該当事項はありません。

３. 当社が保有する株式に関する事項
(1) 株式の政策保有に関する方針
　当社は、政策保有株式の保有状況を継続的に見直しており、定量的な保有の合理性や取引先
との関係をふまえた保有意義を確認したうえで、当社の規定する政策保有に係る基準に基づき
総合的に判断しております。
(2) 政策保有株式の議決権行使の基準
　当社は、以下の基準を参考に、当社グループが保有する政策保有株式の議決権行使の適否を
判断しております。

株式会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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会計監査人に関する事項
１. 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

２. 会計監査人に対する報酬等の額
(1) 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額

19百万円

(2) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
50百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の

額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分していないため、これらの合計額を
記載しております。

(3) 監査役会が上記報酬等に同意した理由は、会計監査人が提示する監査の内容、その方法及び
見積報酬額等を監査役会にて審議し、各監査役の同意が得られたためであります。

(4) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

３. 解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する場合に、監
査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を
報告する方針であります。

４. 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
　当社がこれからも、より高い信頼と評価を獲得し、顧客、株主、地域社会、社員等すべてのステ
ークホルダーから支持され続けるため、取締役会において次のとおり業務の適正を確保するための
体制の整備に関する事項を決議しております。

１. 当社及びグループ企業（以下、グループ企業等という）の取締役及び使用人の職務の執行が法
令及び定款に適合することを確保するための体制
　グループ企業等の役職員が職務遂行にあたり、法令及び定款を遵守するとともに、Ｅ・Ｊグ
ループ中期経営計画等に掲げる企業理念・経営方針にのっとり、健全な社会規範の下にその職
務を遂行するため、グループ企業等の横断的な内部統制の充実と監視体制の整備を図る。
◇ コンプライアンス・プログラムやその他社内規程、並びに関係する法令の役職員への周知

徹底を推進する。
◇ コンプライアンス担当部署を明確にするとともに、役職員がコンプライアンス上の問題を
発見した場合、迅速かつ適切に指摘できる内部通報手続制度等の対応体制の整備を図る。

◇ 適切な業務運営体制を確保すべく、代表取締役直轄の「監査部」が内部監査規程等に基づ
く内部監査を定期的に実施・報告する。

２. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、漏洩等のないよう万全を期すとともに、必要に
応じて執行状況等の確認・検証等が迅速かつ適切に実施できる体制整備を図る。
◇ 取締役の職務の執行に係る情報は、法令及び社内規程に従い、保存・管理する。
◇ 取締役が、常にこれらの情報を閲覧できる体制を整備する。
◇ 重要な情報の開示については、法令及び社内規程に従い適正に行う。
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３. 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　損失の危険の管理（以下、リスク管理という）に関しては、適切かつ迅速に対応できる体制
の整備を図る。
◇ 代表取締役は、リスクの種類ごとに担当取締役を定め、グループ企業等の適切な管理・情

報伝達の体制を整備する。
◇ 取締役は、損失の危機を予防・回避するため、必要に応じて規程、ガイドライン、マニュ

アル等の整備をするとともに、グループ企業等への周知・徹底を図る。
◇ リスクが顕在化し、重大な損害等の発生が予測される場合は、担当取締役を責任者とする

迅速かつ的確な情報コントロールと対応体制を整備する。
◇ 監査部門の内部監査規程に基づく、グループ企業等を含む定期的な内部監査体制を整備

し、グループ企業等内における問題点・課題等の把握に努める。

４. 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制の整備を図る。
◇ 中期経営計画、年度予算制度に基づきグループ予算を策定するとともに、連結ベースでの

業績管理を行う。
◇ 社内規程に基づく職務権限及び意思決定ルールにより、職務の執行を行う。
◇ グループ企業等の業績状況の収集・提供体制を確保し、取締役並びに取締役会が迅速かつ

適切な意思決定並びに業務執行が可能な体制を整備する。

５. 当社、その親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　グループ企業等の役職員が職務遂行にあたり、統一的かつ横断的なコンプライアンスの実践
と監視を図るための体制を整備する。
◇ グループ企業等の各種計画・方針等の実践において意思統一を図るため、情報連絡体制を

充実させるとともに、その周知・徹底を図る。
◇ グループ企業等に影響を及ぼす重要な事項については、「グループ経営会議」等の緊急招

集を含め、迅速かつ適切な情報連絡と対応体制の整備を図る。
◇ グループ企業等の代表者及び取締役が参加する経営会議を定期的に開催し、経営上重要な
事項の検討や職務の執行に係る事項等で意思疎通を図り、グループ企業等の連携した迅速
かつ適切な意思決定並びに業務執行が可能な体制を整備する。
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６. 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における使用人（以下、
当該使用人という）に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
◇ 当社の監査役は、必要に応じ監査部所属の職員を監査役の職務補助として従事させること

ができる。
◇ 当該使用人は、その職務の遂行に関して取締役の指揮・命令を受けないものとする。
◇ 当該使用人が兼務する場合は、監査役から指示された職務の遂行を優先し従事しなければ

ならない。

７. グループ企業等の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役へ
の報告に関する体制
◇ グループ企業等の取締役及び使用人は、当社の監査役に対し、法令、定款その他の社内規

程に定められた事項に加え、下記事項を報告する。
① 会社に著しい損害及び重大な影響を及ぼす事項の発生する恐れがある場合、あるいは発

生した場合。
② 企業倫理に関する苦情・相談に対する通報の状況。
③ 「グループ経営会議」に付議・報告された事項。
④ その他監査役会が職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項。

◇ グループ企業等の取締役及び使用人は、当社の監査役の要請に応じて必要な報告及び情報
提供を行う。

◇ 当社の監査役に上記報告及び情報提供を行ったグループ企業等の者が、当該報告等したこ
とを理由に不利益な取扱いを受けないよう、内部通報規程を遵守するとともに、グループ
企業等へ遵守の徹底を図る。
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８. 当社の監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
◇ 当社の監査役が職務の遂行について、当社に対し前払い又は償還等の請求をなした場合、

当該請求が監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応
じるものとする。

◇ 当社は、毎年、監査役会承認の監査計画に基づき、監査役の職務の遂行に生じる費用等の
予算を設ける。

９. その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
◇ 取締役会等重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、必要に応じて取締役及び使用人

の説明を求める体制を整備する。
◇ 役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境整備に努め、円滑な職務の遂
行体制を整備する。

◇ 監査役と代表取締役、監査役と監査部、監査役と会計監査人の定期的な報告会を開催す
る。

◇ 監査役と監査部と会計監査人の合同による定期的な情報・意見交換会を開催する。
◇ グループ企業等の監査役及び当社監査役との合同の情報・意見交換会を定期的に開催す
る。

（上記基本方針に基づく具体的な取り組み）
１. グループ企業等の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
　グループ企業等の事業活動は、独占禁止法、下請法、会社法、金融商品取引法その他様々な
法令等の規制を受けており、グループ企業等各社では、コンプライアンス・プログラムを作成
し、行動規範、遵守項目、行動指針などを定め、すべての役職員が法令遵守の徹底に努めてお
ります。また、「リスク管理規程」を制定し、法令違反等が発生した場合の是正体制、また、
法令違反等を発見した場合の内部通報手続きや通報者保護を明文化し、迅速かつ適切に指摘で
きる体制を整備しております。
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２. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に関する情報は、法令・社内規程に従い、会議等の議事録を作成し所管部
署にて適切に保管・管理をするとともに、監査役等からの要請に応じ、常に閲覧できる体制に
あります。

３. 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理に関しては、定期的に開催される「グループ経営会議」において、常時情報交換
を行うとともに、リスクの発生が予測される場合は、グループ企業等全体で対応できる体制を
整備しております。また、グループ企業等を含む定期的な内部監査を実施し、必要に応じ改善
等の対応を図っております。併せて、「グループリスク管理委員会」を設置し、グループ全体
でのリスクの特定及び評価並びに、是正計画等を審議することで、リスクマネジメントの推
進・監督を行います。

４. 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　「Ｅ・Ｊグループ第６次中期経営計画」を策定し、連結ベースでの業績管理を行うととも
に、「グループ経営会議」等でその状況を確認し、必要策を審議し、迅速に対応しています。

５. 当社、その親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　定期的に「グループ経営会議」を開催し、「Ｅ・Ｊグループ第６次中期経営計画」の目標達
成のため、経営上重要な事項や職務の執行に係る事項等の審議、検討を行い企業集団としての
統一的かつ横断的な経営とコンプライアンスの徹底に努めています。
　併せて事業報告（交付書面）「□１９．対処すべき課題」にて記載のとおり、第６次中期経営
計画として「Ｅ・Ｊ‐Plan2027」を策定し、コーポレート・ガバナンス体制の構築と経営の
透明性の向上に努めます。

６. 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項
　監査役の要請に応じ、職務補助員を従事させております。職務補助員が兼務する場合は、監
査役から指示された職務の遂行を優先し従事するものとしています。
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７. グループ企業等の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役へ
の報告に関する体制
　当社監査役は、「グループ経営会議」に出席し、グループ企業等の状況を把握するととも
に、監査役監査の一環としてグループ企業等の取締役、従業員からヒヤリング等を実施してい
ます。また、当社監査役主催の定例の「Ｅ・Ｊグループ監査役連絡会」において情報交換や報
告がなされています。

８. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行に必要な費用は、毎年監査計画で予算化するとともに、その費用は請求
に応じ速やかに償還等の処理を行っています。

９. その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役会等の重要な会議への出席や当社監査役主催によるグループ企業等の監査役、会計監
査人と当社内部監査部の合同による「三様監査会議」を四半期ごとに開催し、定期的に情報と
意見を交換し、監査の実効性を高めています。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 14社
連結子会社の名称 株式会社エイト日本技術開発、日本インフラマネジメント株式会社、株

式会社近代設計、株式会社共立エンジニヤ、共立工営株式会社、都市開
発設計株式会社、株式会社北海道近代設計、株式会社アークコンサルタ
ント、株式会社アイ・デベロップ・コンサルタンツ、株式会社二神建築
事務所、株式会社ダイミック、日栄プランニング株式会社、株式会社東
京ソイルリサーチ、EJEC（Thailand）Co.,Ltd.

連結の範囲の変更 当連結会計年度において、日栄プランニング株式会社は、重要性が増し
たため、連結の範囲に含めております。
また、当連結会計年度において、株式会社東京ソイルリサーチの株式を
取得したことに伴い、同社を連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称

株式会社エンジョイファーム他６社
連結の範囲から除いた理由

非連結子会社７社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、い
ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体として重要性がないため、連結の範囲
から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称等

持分法を適用した関連会社の数 ２社
持分法を適用した関連会社の名称 株 式 会 社 演 算 工 房 、Dynamic Engineering Consultants 

Co.,Ltd.
持分法の適用の範囲の変更 当連結会計年度において、Dynamic Engineering Consultants 

Co.,Ltd.の株式を取得したことにより、同社を持分法適用の範囲
に含めております。

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称

株式会社エンジョイファーム他６社
持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社７社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体として重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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(3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の事業年度に係
る計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。
なお、2024年９月に完全子会社化し当連結会計年度において新たに連結子会社となった株式会社東京ソ

イルリサーチは、決算期を従来の12月末日から５月末日に変更しております。また、同社の2024年10月
１日から2025年５月31日までの８ヶ月間における業績を当連結会計年度の連結決算に反映させておりま
す。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券………………………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、評価方法は以
下のとおりであります。

未成業務支出金……………………………個別法
貯蔵品………………………………………最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）……定率法
②　賃貸用不動産………………………………定率法

　ただし、有形固定資産（リース資産を除く）及び賃貸用不動産について、1998年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）、並びに、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
は、定額法を採用しております。
　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～60年
賃貸用不動産 ８年～50年
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③　無形固定資産（リース資産を除く）……定額法
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

④　リース資産…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金
　役員に支給する賞与の支払いに備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上して
おります。

③　賞与引当金
　従業員に支給する賞与の支払いに備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上し
ております。

④　業務損失引当金
　受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未成業務の損失見込額を計上し
ております。

⑤　役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく取締役のうち受益者要件を満たす者への株式の給付に備えるため、株式給付債
務の見込額を計上しております。

⑥　従業員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく執行役員その他所定の職位を有する者のうち受益者要件を満たす者への株式の
給付に備えるため、株式給付債務の見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
　また、過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により損益処理することとしております。

　なお、一部の連結子会社については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準
　当連結グループは官公庁の公共事業等において、企画から施工監理までを一貫して提供できる総合建設
コンサルタント事業を行っております。
　当連結グループの主要な事業における履行義務の内容及び収益を認識する時点は以下のとおりでありま
す。
①　設計、調査業務契約に係る収益認識

　設計、調査業務では、社会インフラ整備全般に関する計画・調査・設計・維持管理等のサービスの提
供を行っております。
　設計、調査業務については、すべての成果品を納品した時点をもって収益を認識しており、一時点で
履行義務が充足される契約として、履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

　取引の対価は契約条件に基づき段階的に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
②　技術役務契約に係る収益認識

　技術役務業務は、主に発注者支援業務であり、国や地方自治体等が発注する公共工事で発注者が行う
業務を代行する補助業務であります。
　技術役務業務については、その役務提供が完了した時点をもって収益を認識しておりますが、一定の
期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一定の期
間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法については、主
として見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）によっております。
　取引の対価は契約条件に基づき段階的に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

(6) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは、発生原因に応じて20年以内での均等償却を行っております。ただし、金額が僅少なものに
ついては発生年度に全額償却することとしております。
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現金及び預金(定期預金)（注） 30百万円
建物及び構築物 9百万円
土地 14百万円
計 53百万円

１年以内返済予定の長期借入金 4百万円
長期借入金 13百万円
計 17百万円

注３. 有形固定資産の減価償却累計額 7,439百万円
注４. 賃貸用不動産の減価償却累計額 374百万円

㈱那賀ウッド 15百万円

会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定め
る経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありませ
ん。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書
類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適
用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書
類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありま
せん。

連結貸借対照表に関する注記
注１. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、以下のとおりであります。

担保付債務は、以下のとおりであります。

（注）連結子会社である株式会社東京ソイルリサーチの協力会社で組成されるソイル共栄会の借入金に対する
根担保であります。

注２. 損失の発生が見込まれる業務契約に係る未成業務支出金は、これに対応する業務損失引当金23百万円
を相殺して表示しております。

注５. 保証債務
連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
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完成業務原価 0百万円
注３. 完成業務原価に含まれている業務損失引当金繰入額 41百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

建物及び構築物 12百万円
工具器具及び備品 0百万円

注6. 完成業務未収入金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、「連結注記表　収益認識に関する注
記　3.（1）契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

連結損益計算書に関する注記
注１. 顧客との契約から生じる収益
　　　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表　収益認識に関する注記　１．顧客との契約から
生じる収益を分解した情報」に記載しております。

注２. 未成業務支出金の収益性の低下による簿価切下額

注４. 固定資産売却益の内訳

注５. 固定資産売却損の内訳

注６. 固定資産除却損の内訳

注７. 減損損失
連結子会社である日栄プランニング株式会社は、当期業績及び将来の見込みが当初の想定よりも悪化
し、期待した超過収益力が見込めなくなったため、同社に係るのれん74百万円を減損損失として特別
損失に計上しております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当 連 結 会 計 年 度 末

普 通 株 式 （ 株 ） 16,078,920 ― ― 16,078,920

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年８月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 884 55 2024年５月31日 2024年８月30日

2025年1月10日
取 締 役 会 普通株式 401 25 2024年11月30日 2025年２月６日

株 式 の 種 類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 利益剰余金 675 42 2025年５月31日 2025年８月29日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式の種類及び総数

２. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（注）上記の配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株
式に対する配当金（2024年８月29日定時株主総会決議分21百万円、2025年１月10日取締役会決議分
９百万円）が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2025年８月28日開催予定の第18回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

（注）2025年８月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向
け株式交付信託」が所有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれております。

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

　当連結グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行借入により資金を調達してお
ります。
　営業債権である完成業務未収入金は、顧客の信用リスクに晒されており、与信管理に関する規程に沿って
リスク低減を図っております。また、有価証券及び投資有価証券は主として債券、株式及び投資信託であ
り、市場価格の変動リスクに晒されております。これらのうち、市場価格のない株式等以外のものについて
は、定期的に時価の把握を行っております。
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連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

投資有価証券（注）２.

満期保有目的の債券 200 200 △0

その他有価証券 1,247 1,247 ―

資産　計 1,448 1,448 △0

長期借入金（注）３. 7,364 7,364 ―

負債　計 7,364 7,364 ―

区 分 当 連 結 会 計 年 度

非　上　場　株　式 1,850

　営業債務である業務未払金及び未払金は、ほぼすべてが１ヶ月以内の支払期日であります。また、長期借
入金は主に設備投資、M&Aに係る資金調達であります。長期借入金はすべて変動金利であり、金利の変動
リスクに晒されております。これらの金銭債務は流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成す
る等の方法により管理しております。
　なお、デリバティブ等の投機的な取引は行わない方針であります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2025年５月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

（単位：百万円）

（注）１．現金及び預金、完成業務未収入金、業務未払金、未払金、未払法人税等、未払消費税等については、
　　　　　現金であること、及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
　　　　　載を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

３．１年以内返済予定の長期借入金も含めております。
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３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計
投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券
株 式
債 券
投 資 信 託

988
133
116

―
―
8

―
―
―

988
133
125

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計

投 資 有 価 証 券
満 期 保 有 目 的 の 債 券

社 債

長 期 借 入 金

―

―

200

7,364

―

―

200

7,364

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式及び上場投資信託は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び上場投資信託は活発な市場で
取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、市場での取引頻度が低く、活発
な市場における相場価格と認められない債券については、その時価をレベル2の時価に分類しております。ま
た、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの
対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び連結子会社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価
としております。
　固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて現在価
値を算定しております。
　これらの時価の算定にあたって、観察できないインプットによる影響が重要でないため、レベル２の時価に分
類しております。
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

436 466

区　　　　　分 金　　　額

中央省庁 10,530

国　内 地方自治体 20,052

民間その他 11,655

海　外 466

顧客との契約から生じる収益 42,705

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 42,705

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　連結子会社の株式会社エイト日本技術開発は、岡山県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土
地を含む。）を有しております。また、連結子会社が保有する土地の一部に遊休資産があります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度末の時価は、主として固定資産税評価額にもとづいて自社で算定した金額でありま

す。

収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当連結グループは、総合建設コンサルタント事業のみを営む単一セグメントであり、顧客との契約から
生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「連結注記表　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　４．会計方針に関
する事項　(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当期首残高 当期末残高
顧 客 と の 契 約
か ら 生 じ た 債 権 3,943 7,319

契 約 資 産 904 360
契 約 負 債 2,282 2,806

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時
期に関する情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等
　契約資産は主に、期末日時点で未完成の業務にかかる対価に関連するもので、連結貸借対照表に契約資
産として独立表示しております。契約資産は業務が完成し、支払いに対する権利が無条件になった時点で
顧客との契約から生じた債権に振替えられます。
　契約負債は顧客からの前受金に関連するもので、連結貸借対照表に契約負債として独立表示しておりま
す。
　当連結会計年度における当連結グループにおける顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債
の期首及び期末残高は、以下のとおりであります。
　なお、連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「完成業務未収入金」に含めて表示し
ております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　契約資産の増減は、主に未完成業務の増加と顧客との契約から生じた債権への振替により生じたもので
す。契約負債の増減は主に顧客からの前受金の受取りと収益認識により生じたものです。
　なお、当連結会計年度において認識された収益のうち、当期首時点で契約負債に含まれていた金額は
1,966百万円であり、過去の期間に充足した履行義務であることから、当連結会計年度に認識した収益の
額に重要性はありません。

(2)残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は31,943百万円であります。当該
残存履行義務は、概ね２年以内に収益として認識すると見込んでおります。
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１. １株当たり純資産額 2,167円73銭
２. １株当たり当期純利益 204円06銭

（１）募集株式の種類及び数 当社普通株式　2,000,000株
（２）発行価格（募集価格） 1株につき　1,439円
（３）発行価格の総額 2,878,000,000円
（４）払込金額 1株につき　1,364.40円
（５）払込金額の総額 2,728,800,000円
（６）増加した資本金及び資本準備金
　　　の額

増加した資本金の額　1,364,400,000円
増加した資本準備金の額　1,364,400,000円

（７）申込期間 2025年６月10日から2025年６月11日まで
（８）払込期日 2025年６月16日

１株当たり情報に関する注記

（注）１. 「１株当たり純資産額」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式
交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期末の普通株式の数の計算におい
て控除する自己株式に含めております（「役員向け株式交付信託」283,976株、「従業員向け株式交
付信託」87,905株）。

２. 「１株当たり当期純利益」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株
式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております（「役員向け株式交付信託」289,398株、「従業員向け株式交付
信託」91,875株）。

重要な後発事象に関する注記

（公募及び第三者割当による新株式の発行）
　当社は、2025年５月30日開催の取締役会において、公募及び第三者割当による新株式発行及び当社株式のオ
ーバーアロットメントによる売出しを行うことについて決議し、公募による新株式発行については、2025年６
月16日に払込を受けており、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しについては、2025年６月17日
に受渡しが完了しており、第三者割当による新株式発行については、2025年７月８日に払込を受けておりま
す。その概要は次のとおりであります。

１．公募による新株式発行（一般募集）
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（１）売出株式の種類及び数 当社普通株式　300,000株
（２）売出価格 1株につき　1,439円
（３）売出価格の総額 431,700,000円
（４）申込期間 2025年６月10日から2025年６月11日まで
（５）受渡期日 2025年６月17日

（１）募集株式の種類及び数 当社普通株式　300,000株
（２）払込金額 1株につき　1,364.40円
（３）払込金額の総額 409,320,000円
（４）増加した資本金及び資本準備金
　　　の額

増加した資本金の額　204,660,000円
増加した資本準備金の額　204,660,000円

（５）申込期日 2025年７月７日
（６）払込期日 2025年７月８日
（７）割当先 大和証券株式会社

２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）

３．第三者割当による新株式発行

４．資金の使途
　今回の新株式発行による調達資金は、建設コンサルタント事業領域におけるＭ＆Ａ待機資金及び長期借入金の
一部返済に充てることを計画しております。また、当社連結子会社において、業務効率化のためのＤＸ及びＡＩ
投資、調査・計測機器の購入、防災・減災対策及び老朽化インフラ等国土強靭化事業に係る新技術開発等をテー
マとした研究開発並びに既存不動産の改修に充てることを計画しております。
　今回の資金調達により、当社グループの持続的な成長を図るとともに財務基盤強化を進め、企業価値のさらな
る向上を目指してまいります。
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その他の注記
（株式報酬制度）

１. 役員向け株式交付信託
　当社は、2018年８月24日開催の第11回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会決議に基づき、当
社取締役（社外取締役を除きます。）及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除きます。）のうち受
益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた取締役向け株式報酬制度（以下、「本制度」といいま
す。）を導入し、2021年８月27日開催の第14回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会において、
本制度の新規導入、継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７
日）
　なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す
る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。
(1) 取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株
式を取得し、当社及び連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各取締役に対するポイントの数に相
当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。
　なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であります。

(2) 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の
部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は294百万
円、株式数は283,976株であります。
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２. 従業員向け株式交付信託
　当社は、2018年７月13日の取締役会決議に基づき一部の連結子会社の執行役員その他所定の職位を有す
る者のうち受益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた従業員向け株式報酬制度（以下、「本制度」
といいます。）を導入し、2021年８月27日開催の当社の取締役会及び連結子会社の取締役会において、本
制度の継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７日）
　なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す
る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。
(1) 取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株
式を取得し、連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各従業員に対するポイントの数に相当する数
の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。
　なお、従業員が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退職時であります。

(2) 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の
部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は81百万
円、株式数は87,905株であります。

（企業結合等に関する注記）
　取得による企業結合

　当社は、2024年９月13日開催の取締役会において、オリックス株式会社が保有する株式会社東京ソイル
リサーチの発行済普通株式（自己株式は除く。）の全てを取得し完全子会社化することを決議し、同日、株
式譲渡契約書を締結いたしました。また、2024年９月30日に株式を取得し子会社化を完了しております。

１.企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社東京ソイルリサーチ
事業の内容　　　　地質調査、建設コンサルタント業

（２）企業結合を行った主な理由
　当社グループは、「地球環境にやさしい優れた技術と判断力で、真に豊かな社会創りに貢献する」という
企業理念を掲げ、確かで優れた技術によるコンサルティングサービスを通じて、地球レベルから地域レベル
まで、安全・安心で住みやすく、美しく快適な国土・地域環境を創造し、未来にこれらを継承することによ
り、真に豊かな社会創りに貢献しております。
　一方、今回子会社化した株式会社東京ソイルリサーチは、1966年の設立以来、地質調査を軸に地盤構造
調査・解析、耐震診断、土木設計といった建造物の構築にあたって地盤の構造的な観点から安全性を担保と
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する提案を得意とし、創業以来着実に成長を続け、確かな技術力をもって多大な貢献を成し遂げてまいりま
した。また、民間大規模事業に関して豊富な実績と強固な顧客基盤を有しております。
　オリックス株式会社は、2019年３月に後継者育成や事業の持続的成長などの「事業承継課題」を有する
株式会社東京ソイルリサーチの株式を取得し当該企業の支援を行ってきましたが、この度、更なる成長を目
的として新たな事業パートナーに経営をバトンタッチすることが得策と判断し、当社が経営権を譲り受ける
こととなりました。
　当社グループと株式会社東京ソイルリサーチは、事業領域、顧客基盤ともに重複が少ないことから、株式
会社東京ソイルリサーチが当社グループに加わることで、新たな価値の創造・技術力拡大が期待され、相互
の顧客基盤に対して従来以上の多様かつ高度な技術サービスの提供が可能となります。
　今後は、資金・人材・ノウハウなどの経営資源を共有化することで収益の拡大といったシナジーの早期実
現、ＥＳＧ経営の推進を目的に取り組んでまいります。株主、顧客、債権者さらには社会も含めたあらゆる
ステークホルダーの利益を最大化させるべく業務に邁進する所存であります。

（３）企業結合日
2024年９月30日

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（５）結合後の企業の名称
変更はありません。

（６）取得した議決権比率
100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

２.連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2024年10月１日から2025年５月31日まで

３.被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　現金　7,598百万円
取得原価　　　　　7,598百万円

４.主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　18百万円
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５.発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（１）発生したのれんの金額

2,858百万円
（２）発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものであります。
（３）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

６.企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　　　　2,907百万円
固定資産　　　　1,854百万円
資産合計　　　　4,762百万円

流動負債　　　　　241百万円
固定負債　　　　　162百万円
負債合計　　　　　403百万円

７.企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ
す影響の概算額及びその算定方法
売上高　　　　　1,995百万円
営業利益　　　　     31百万円
（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び営業利益と取得企業の
連結損益計算書における売上高及び営業利益との差額を、影響の概算額としております。
　また、のれんが当連結会計年度の開始の日に発生したものとしてその償却額を算定し、概算額に含めて
おります。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
　市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 ……………………………定率法

　耐用年数は次のとおりであります。
工具器具及び備品　５年～10年

(2) 無形固定資産 ……………………………定額法
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

３. 重要な引当金の計上基準
役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく取締役のうち受益者要件を満たす者への株式の給付に備えるため、株式給付債務
の見込額を計上しております。

４. 収益及び費用の計上基準
　当社の収益は、子会社からの経営管理手数料並びに子会社及び関連会社からの受取配当金であります。
　経営管理手数料については、子会社への指導・助言等を行うことを履行義務として識別し、当該履行義
務は時の経過につれて充足されるため、一定の期間にわたる履行義務を充足した時点で収益を認識してお
ります。
　受取配当金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。
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注１. 有形固定資産の減価償却累計額 5百万円

㈱那賀ウッド 0百万円

注１. 関係会社との取引高
売上高 2,225百万円
販売費及び一般管理費 6百万円
営業取引以外の取引高 6百万円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 （ 株 ） 398,869 80 25,977 372,972

会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計
基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

貸借対照表に関する注記

２. 保証債務
他の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

損益計算書に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記
保有する自己株式数

（注）１. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式買取り80株によるものであります。
２. 普通株式の自己株式の減少は、信託による株式報酬制度で当該信託からの交付による減少25,977株

（「役員向け株式交付信託」14,996株、「従業員向け株式交付信託」10,981株）によるものであり
ます。

３. 当事業年度期首及び当事業年度末の普通株式の自己株式数には、「役員向け株式交付信託」及び「従
業員向け株式交付信託」が所有する当社株式が含まれております（当事業年度期首「役員向け株式交
付信託」298,972株、「従業員向け株式交付信託」98,886株、当事業年度末「役員向け株式交付信
託」283,976株、「従業員向け株式交付信託」87,905株）。
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繰越欠損金 1百万円
役員株式給付引当金 11百万円
投資有価証券評価損 2百万円
未払事業税 2百万円
その他 0百万円
小計 18百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △16百万円
評価性引当額小計 △18百万円
繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △90百万円
繰延税金負債合計 △90百万円
差引：繰延税金負債の純額 △90百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「個別注記表　重要な会計方針に係る事項に関する注記　４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
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属 性 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 　 目 期末残高

子会社 ㈱エイト日本
技術開発

直接
100％

経営指導
役員の兼任
（５名）

経営管理料の受取
（注） 360 ― ―

１. １株当たり純資産額 1,699円10銭
２. １株当たり当期純利益 111円11銭

関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

（注）経営管理料については、グループ運営費用を基に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

（注）１. 「１株当たり純資産額」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式
交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期末の普通株式の数の計算におい
て控除する自己株式に含めております（「役員向け株式交付信託」283,976株、「従業員向け株式交
付信託」87,905株）。

２. 「１株当たり当期純利益」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株
式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております（「役員向け株式交付信託」289,398株、「従業員向け株式交付
信託」91,875株）。

重要な後発事象に関する注記

（公募及び第三者割当による新株式の発行）
　「連結注記表　重要な後発事象に関する注記（公募及び第三者割当による新株式の発行）」に記載のとおりで
あります。

その他の注記
（株式報酬制度）

「連結注記表　その他の注記（株式報酬制度）」に記載のとおりであります。
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 浅 野  豊
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 武 士 雄 太

独立監査人の監査報告書
2025年７月14日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の2024年６月
１日から2025年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した　　　
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と　
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監

査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関す
る指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 浅 野 　 豊
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 武 士 雄 太

独立監査人の監査報告書
2025年７月14日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
大阪事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の2024
年６月１日から2025年５月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

会計監査人の監査報告書
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、　
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの

合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年6月1日から2025年5月31日までの第18期事業年度における取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査計画（監査方針と重点監査項目、監査の分担等）を定め、各監査役から

監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について確認し、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務等の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役とはE・Jグループ経営会議及び
グループ会社往査を通じ、子会社の監査役等とはE・Jグループ合同三様監査会議及び
監査役連絡会を通じて意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社取締役から
事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制、当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び監査部、使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に説明を
受け、必要に応じて説明を求め意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

監査役会の監査報告書
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
する事項は認められません。

④ 財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効である旨の
報告を取締役及び有限責任 あずさ監査法人から受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 𠮷 川 悟 司
社 外 監 査 役 松 原 治 郎
社 外 監 査 役 宇佐美　英　司

2025年７月14日
Ｅ・Ｊホールディングス株式会社　監査役会

　 以　上

－ 42 －


